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人的資本経営の基本方針策定について  

 

 三井住友 DS アセットマネジメント株式会社（代表取締役社長 兼 CEO：猿田 隆、以下「当社」）は、当社が
経営理念に掲げる「Quality of Lifeに貢献する最高の資産運用会社へ」の実現に向けて、すべての事業活動の基礎
となる人的資本経営に関する基本方針を策定しましたので、お知らせします。 

 
１．人的資本経営の基本方針策定の狙い 

AI の急速な普及、気候変動の影響や地政学リスクの増大など、世界経済の不確実性は高まっています。また、雇用
や就労形態の多様化、少子高齢化に伴う労働力の減少や人財獲得競争の激化など、人財を取り巻く環境も大きく
変化しています。 

こうした時代において私たちが必要とするのは、真のプロフェッショナルとして、高い当事者意識を持って日々の仕事に向
き合うことができる人財です。このたびの人的資本経営の基本方針策定は、人的資本経営に係る当社のコミットメント
を示すとともに、こうした人財を獲得・育成する具体的な方策を示すことが狙いです。 

当社は経営理念に「すべてのステークホルダーを尊重し、共に成長することを目指します」と謳っており、このステークホル
ダーには役職員も含みます。人的資本経営の着実な実行により役職員一人ひとりが活躍の場を広げ、それを会社の
成長につなげることが、経営ビジョン「Quality of Lifeに貢献する最高の資産運用会社」への道筋と考えています。  

２．人的資本経営の基本方針の概要 

当社は、人財価値向上を「社員一人ひとりの能力の向上」、「社員一人ひとりの能力の発揮」および「個を束ねたチーム
力の発揮」の３つのステップで構成するプロセスとして定義しました。このステップそれぞれをより高いレベルに引き上げるた
めに、８つの取り組みを推進します。詳しくは別紙をご覧ください。 

 

 

 

 

 

人財価値向上のための８つの取り組み 
 

１．学習する組織文化の醸成           ５．社員のウェルビーイング向上 
２．納得感がある人事制度の運用      6．経営理念、経営目標の浸透 
３．多様性を尊重した職場づくり          7．次世代コア人財の育成プログラム 
４．自律的なキャリア形成支援           8．マネジメント職にある役職員の能力向上 
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3．人的資本経営の推進体制 

2023 年度より、それまでの「DE&I 推進会議」を「人財戦略会議」に改組し、議長である CEO の下で部門長など経
営陣が人的資本経営に関する幅広いアジェンダを討議する場としました。この「人的資本経営の基本方針」は同会議
での議論を踏まえて、最終的には取締役会で承認されたものです。今後は、同会議においてこの基本方針を基に具体
的な施策の検討を進めるとともに、その時々の人財に係るイシューについてタイムリーに対処してまいります。 

また、当社における人財開発の推進部署である人事部人財開発室を 10/1 付で CEO が直接的に関与する人財開
発部として再編しました。人財開発部は、全社的な人財の能力の底上げに加えて、業務部門ごとの人財戦略の効果
的かつ効率的な実施のために各部門長のサポートを行います。 

 

以上 

 

 

 

【本件に関するお問合せ先】 
三井住友DSアセットマネジメント株式会社 
人事部 蓼沼（Tel.03-6205-0347） 
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＜別紙＞ 

三井住友DSアセットマネジメント株式会社 

 
 

人的資本経営の基本方針 
 

当社は経営理念に「すべてのステークホルダーを尊重し、共に成長することを目指します」と謳っています。人的資本経
営の着実な実行により、このステークホルダーに含まれる役職員一人ひとりが活躍の場を広げ、それを会社としての成長
につなげることが、当社が目指す「Quality of Lifeに貢献する最高の資産運用会社へ」の道筋と考えています。  

 

当社における人的資本経営 

人的資本経営とは、人財を資本と捉え、その価値を最大限に引き出すことを通して中長期的な企業価値の向上につ
なげる経営のあり方であり、当社のマテリアリティの一つにも定めています。 

当社は、人財価値向上を「社員一人ひとりの能力の向上」、「社員一人ひとりの能力の発揮」および「個を束ねたチーム
力の発揮」の３つのステップで構成するプロセスとして定義しました。人財開発投資、ウェルビーイングの向上、学習する
組織文化の醸成にこれまで以上に取り組むことにより、社員の働きがいと当社の企業価値をともに向上させることを目
指します。 

人財価値向上の3つのステップ 
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当社が目指す人財像 

当社の経営ビジョンである「Quality of Life に貢献する最高の資産運用会社へ」の実現のために、当社が目指す人
財像を明確化しました。不確実性が高く、変化のスピードが速い時代においては、真のプロフェッショナルとして、高い当
事者意識を持って日々の仕事に向き合うことができる人財が必要です。 
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人財価値向上のための８つの取り組み 

社員一人ひとりの能力の向上・発揮、個を束ねたチーム力の発揮のために、人財を育てる「土壌づくり」、「継続的な仕
組みの構築」そして「仕組みを動かす人づくり」の領域において８つの取り組みを推進します。 

 

 

①学習する組織文化の醸成 
将来にわたって質の高い資産運用サービスを提供していくためには、社員一人ひとりが自身の能力開発に取り組むこと
に加えて、社員同士が互いに学び合うことにより、社員個々のパフォーマンスを組織のパフォーマンスに繋げることが不
可欠です。当社は、ラーニングカルチャーの醸成を通して、生産性の向上、イノベーションの創出に努めます。 
 
②納得感がある人事制度の運用 
年齢やこれまでの経歴などに関係なく、社員一人ひとりの仕事内容に応じて適切な処遇を行えるよう、一般職の廃止、
職務等級の廃止などを柱とする人事制度の改定を実施しました。当社は、実力本位の評価を徹底することで処遇に
関する社員の納得感を高め、優秀な人財の維持・獲得を図ります。 

③多様性を尊重した職場づくり 
年齢・性別・国籍やバックグラウンドが異なる役職員の多様性を確保することは、企業の競争力を大いに左右すると
考えています。当社は、職位に関係なく役職員が互いに遠慮なく意見を言える、心理的安全性の高い職場づくりに
努めます。 
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④自律的なキャリア形成支援 
「人生 100 年時代」と呼ばれる時代においては、働く誰もが自分自身のキャリアに責任を持ち、市場価値を高める努
力を行うことが求められています。当社は、学ぶ意欲のあるすべての役職員に能力開発の機会を提供し、自律的なキ
ャリア形成を積極的に支援します。 

⑤社員のウェルビーイング向上 
当社はこれまで、社員がワーク・ライフ・バランスを確保できるよう、長時間労働の是正や柔軟な働き方を可能とするル
ールの見直し等をおこなってきました。その取り組みを一歩進め、仕事を通して自己の成長や働き甲斐を実感できる
職場づくりを行い、社員のウェルビーイング向上に努めます。 

⑥経営理念、経営目標の浸透 
多様性の尊重が表面的な取り組みにとどまってしまうと、単なる「ゆるい職場」になるリスクがあると言われています。こう
した「心理的安全性の罠」に陥ることにならないよう、役職員に対しては、経営理念の実践、経営目標の達成に向け
て互いにプロフェッショナルとして意見をぶつけ合うことを求めます。 

⑦コア人財の育成プログラム 
当社は、部長職ならびに重要な専門職ポストを担う社員を「コア人財」と定義し、これらのポストについてはサクセション
プランを策定し、会社全体で後継者の育成に取り組みます。また、「コア人財」のうち執行役員候補となる社員を「次
世代リーダー」と位置づけ、経営陣としての職責を果たすために必要なスキル・経験を積むための育成プログラムを実
施します。 

⑧マネジメント職にある役職員の能力向上 
経営と現場との結節点であり、また、現場のリーダーであるマネジメント職の能力向上は喫緊の課題です。マネジメン
ト職にある役職員がその役割・責任を果たせるように、人・組織のマネジメントに係るスキルアップ、権限移譲、上席執
行役員によるメンタリングなどによるサポートを強化します。 
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人財開発プログラム 

当社は人的資本の開発に要する支出は「コスト」ではなく「投資」と認識し、自律的にキャリアを考え、その実現のための
能力開発に取り組む社員を積極的にサポートします。具体的には、当社の経営ビジョンの実現や中期的な経営戦略
遂行の観点から、全社共通ならびに部門別に、プレーヤー・マネージャーそれぞれの能力向上に資するプログラムを提供
します。 
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これまでの取り組み 

当社はこれまでも人財価値向上のためのさまざまな施策を実施してきました。今後はこの基本方針制定を機に、人的
資本経営のグランドデザインのなかで個々の施策の相乗効果を高めつつ、スピード感をもって取り組んでまいります。取り
組みの進捗は、当社ホームページ、サステナビリティレポート等で随時開示してまいります。 

 

①方針・組織体制 

2022年 4月 当社のマテリアリティを公表しました。事業会社のマテリアリティとして「人的資本」を特定しました。 
2023年 4月 2023~2025 年度を対象期間とする中期経営計画をスタートしました。「DE&I・サステナビリ

ティの取り組み」を５つの柱の一つと位置付け、「社員エンゲージメント」、「女性管理職比率」、
「男女賃金格差」および「重要ポスト充足率」を KPIとして定めました。 

2023年 4月 DE&I を含むより幅広い人財に関する当社の課題を議論する場とするよう、それまでのダイバー
シティ推進会議を人財戦略会議に改組しました。 

2023年10月 人財開発部を設置しました。同部が中心となって社員の自律的なキャリア形成支援、体系的
な人財開発プログラムの提供を行い、学習する組織文化の定着を目指します。 

②人事制度・職場環境 

2021年 4月 社員がより柔軟な働き方を選択できるよう、それまでのコアタイム（10~15時）を廃止し、フル
フレックス制度を導入しました。 

2022年７月 社員の自律的なキャリア形成を支援するために、社内公募の実施規模を拡大しました
（2022年度は 17名が 24ポジションに応募し、実際に 9名が異動）。 

2023年 4月 性別、国籍、これまでの職務経験等に関係なく実力本位で給与水準を決定できるよう、能力・
役割・職責等に応じた評価の枠組みの導入、一般職・グレードの廃止を柱とする人事制度の
見直しを行いました。 

③組織文化 

2018年10月 合併前の旧三井住友アセットマネジメントおよび旧大和住銀投信投資顧問それぞれで、相互
理解を深めるために組織文化調査を実施しました。それ以降、役職員の意識や行動の変化を
把握するために毎年定期的に調査を行っています。 

2022年10月 社員エンゲージメントスコアの測定を開始しました（2022 年度調査では回答者の 67.8％が
「やりがいをもって生き生きと働いている」と回答）。 

 

以上 

制定日 2023年11月 8日 

 


